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　「沖縄と連帯し、日米安保条約廃棄をめざす　６・２３大阪のつどい」を、６月２３日１４時から、エルおおさかにて開催し、５１人の参加でした。
　植田代表幹事が開会に当たって、あらためて「６・２３」とは何のかを明確にし、「この学習会を通じて、また大阪安保への結集、それから皆さんがそれぞれの職場や地域で安保廃棄の声を掲げていただけることを」とあいさつしました。

　小泉親司さん(日本共産党基地対策委員会責任者・安保破棄中央実行委員会常任委員)より、「今日の『日米同盟』その行き詰まりと暴走」をテーマに講演していただきました。
　講演の中で、小泉さんは、「日米同盟というのは日米安保条約を基盤とした軍事同盟体制」であり、「これが今どのような状況にあるかということを知ることは、私たち自身の戦争と平和にとっても非常に大事な問題」だとし、安倍首相が「日米同盟は強固になっている」と語っていることに対して、「その逆で、日米同盟は大変行き詰まりに直面していると、その行き詰まりに直面しているものを安倍首相がなんとか立て直そうというので大変な暴走政治を日本で強いている。これが日米同盟の現状」と、「沖縄の基地問題」「日米地位協定の問題」「外交問題」「日米貿易交渉の問題」の４点から、日米同盟の行き詰まりを明確にされました。

　また、「骨の髄までアメリカに奉仕する軍事費の強行」として欠陥機Ｆ35の爆買い問題を中心として、いかに日本国民の税金がアメリカのために使われているかを分かりやすく話されました。

　最後に、「選挙で戦争と平和の問題を解くことは大事」と軍事費と消費税大増税は極めて密接な関係にあるということも話されました。

　会場からの発言では、沖縄戦を体験された方や、終戦時に満州にいたという方からの発言がありました。

　講演に対して、「私たちがいつも苦慮している多くの生活問題はすべてつながっていて、それを大きく規定しているのは安保条約と地位協定であることがコンパクトによく分かる話だった」「バラバラになっている知識がまとまって理解が深まりました。矛盾が内部で膨れているのを感じました。多くの人に知らせて、希望をもってもらいたいと思います」という感想が寄せられました。
また、今後の安保破棄実行委員会の活動については、「昔のように、集会、デモはなくなりましたが、こういうとりくみは大切だと思う」「私は、安保破棄の闘いこそ全ての国民運動の原点だと思います。組織的にも実践的にも国民、府民に目に見える行動を期待しています」などの声がありました。
またしても米軍機が大阪空港へ！

６月25日の夜遅く、大阪空港から轟音を立てて米軍の輸送機が２機離陸したという情報が入りました。
調べると、この飛行機はＧ20に来たトランプ大統領のために乗用車を輸送してきた米軍の輸送機Ｃ17だと分かりました。
大阪安保は大阪平和委員会と相談して、直ちに国土交通省大阪空港事務所と近畿中部防衛局に事実関係を確認し、国賓などを迎えるためには、例外的に外国の軍用機が民間空港である大阪空港を利用することが認められているとしても、規定の時間外に運行する必然性はないとして、安倍首相、防衛相、国交相に対して抗議し、こうした事態の背景にある「日米地位協定」の抜本的な見直しを求める文書を発送しました。
４月に米軍のオスプレイが緊急着陸した際に続くものです。
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・
　７月21日の投票に向けて参議院選挙がたたかわれています。
　政治に行き詰った安倍政権により、衆議院では１１６日間、参議院では開催を義務付けられている１/３の委員からの要求があったにもかかわらず予算委員会が開かれないという異常な事態が引き起こされ、６月26日に通常国会が終了しました。
　ウソ・ごまかし、隠ぺい・改ざん、忖度、私物化の政治を続ける安倍政権は、厚生労働省の不正統計、「下関北九州道路」を巡り首相関与疑惑の忖度、「年金だけでは老後の夫婦で２０００万円不足する」という金融庁審議会の報告を「スタンスが違う」となかったことにし、「マクロ経済スライド」では国民の年金を実質７兆円減らすことになると認めながら、制度を守るために改めようとはしない等など、当然議論すべき重要な問題を放置しました。
　辺野古での米軍新基地建設のための埋め立て土砂投入強行でも、秋田県と山口県への「イージス・アショア」配備計画における「配備ありき」の調査が批判されても計画を変えようともせず、まともに論議すらしない。
　また、外交においても八方ふさがりの安倍政権の実態があります。
　物品貿易協定（ＴＡＧ）なる用語までねつ造した日米自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉、２島返還論への転換で「日本固有の領土」という従来の政府見解まで言えなくなった日ロ領土交渉、北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議当事国で唯一北朝鮮との首脳会談が実現できないなど、外交上の重大な失態についてもまともな説明がありません。

　そんな安倍政権が執念をもって動かそうとしたのが改憲策動。しかし、私たちは前国会に続き今国会においても改憲案提示、論議を許しませんでした。
　これには、３０００万署名などに粘り強く取り組んでいる「安倍９条改憲は許さない」という全国的な世論の広がりがあったと言えるでしょう。
　そして、今回の参議院選挙においては、安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（市民連合）と５野党・会派が論議し合意した、13項目の「共通政策」を掲げ、全国32の一人区全てで統一候補を擁立して「市民と野党の共闘」による闘いが実現しています。
　しかし、９条改憲に執念を燃やす安倍首相は、公示日の第一声でも改憲を争点に掲げて参院選を戦う姿勢を鮮明にし、「自衛隊の存在を憲法に位置付けることは防衛の根本だ」と言い切っています。９条改憲こそが彼が目指す改憲の眼目であることは明白です。
　さらに、テレビ番組の中で、現行憲法下では、安保法制で示した「武力行使の新３要件」に基づく集団的自衛権の行使が上限であり「フルの行使はできない」「たたかうことはできない」と述べ、事実上、憲法９条を変えれば、自衛隊が米軍のために「血を流す」ことが可能になるという本音を漏らしています。
　ならばこそ、市民連合と５野党・会派の「共通政策」の第１項に「安倍政権が進めようとしている憲法「改定」とりわけ第９条「改定」に反対し、改憲発議そのものをさせないために全力をつくす」と掲げてたたかっています。
参議院選挙に勝利し、安倍９条改憲にとどめを刺し、世界の宝日本国憲法を守り抜き、主権者国民のだれもが自分らしく暮らせる明日の実現を目指して、共にがんばりましょう。
講演する小泉親司さん








６月の23定例宣伝行動は、23日が日曜日ということで、前倒しして21日に、いつもと同様、昼の12時から淀屋橋にて行いました。


大阪自治労連、うたごえ協議会、新婦人大阪府本部、日本共産党より弁士を出してもらい、道行く人への訴えと、ビラ配布、「辺野古新基地建設工事の中止と普天間基地の無条件撤去を求める請願」署名への協力呼びかけを行いました。


自衛隊員募集への自治体協力に対しての批判、大阪市政問題なども交えてそれぞれの弁士からの力強い訴えに、足を止めて署名に協力してくれる人や、「辺野古新基地反対」プラスターへ目を向けていく人なども結構いました。


１３人の参加で、ビラの受け取りもいつも以上で、用意していたビラが足りなくなりそうになりました。





７月の２３宣伝行動は、７月２３日に行います。是非、ご参加ください。
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7月


23日(火) 大阪安保23定例宣伝(12：00～淀屋橋)


24日(水)近畿安保破棄実行委員会合同会議(14：00～大阪安保)


31日(水) 大阪安保常任幹事会(10：00～大阪安保)


8月


７日(水)　原水禁世界大会in長崎（～9日）


23日(金) 大阪安保23定例宣伝(12：00～淀屋橋)


24日(土)大阪憲法会議第53回総会(13:00～グリーン会館)


大阪憲法会議・共同センター2019年度総会


(15:00～グリーン会館)


25日(日)「日本は中国で何をしたのか～侵略と加害を考える～」


日中友好協会大阪府連合会主催


(14:00～エルおおさか南館)


26日(土)民主法律協会・第64回総会(13:00～グリーン会館)


9月


４日(水) 大阪安保常任幹事会(10：00～大阪安保)


20日(金) 大阪安保23定例宣伝(12：00～淀屋橋)











当面の予定





【「日米地位協定」の学習会を開こう！


　2018年7月27日に全国知事会が「米軍基地負担に関する提言」を全会一致で採択しました。この中に、日米地位協定の抜本的見直しを求めることが明記されています。この事を受けて、全国の安保破棄実行委員会などが各自治体でも意見書を採択するよう運動を展開しています。大阪においても、大阪府議会の各会派に対しての要請行動等行ってきており、今後もさらに進めていく方針を持っています。


現在、全国7道県と127市町村で意見書が採択されています。大阪では、摂津市、忠岡町、吹田市が意見書を採択しています。


この動きをさらに進めるためにも、各団体、地域、職場などで、「日米地位協定」学習会を開いてください。


講師に話してもらうもよし、読み合わせ学習会もよし。「安保がわかるブックレット⑰日米地位協定」は最適のテキストです。１冊400円です。10冊以上購入で割引があります。


ブックレットの購入、学習会開催について等、安保破棄大阪実行委員会までご連絡、ご相談ください。
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